
■当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保険、株式、債券等の売買を推奨･勧誘
するものではありません。■当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のもので
あり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、
今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を
保証するものではありません。■当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾
者に帰属します。■当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。 

2017年10月16日 『中国共産党大会』が18日に開幕 
2017年10月13日 『FOMC議事要旨』 物価の動向を注視 
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為替操作国と認定された国・地域は前回4月と同じく皆無 
中国、日本など5カ国を監視対象国に指定 

バランスのとれた内容であり、為替市場では材料視されないだろう 

 報告書によれば、米国の主要貿易相手国・地域のうち、為替操作国と認定するための3つの基準すべてに

抵触したところはありませんでした。ただし、2つの基準に抵触した日本、ドイツ、韓国、スイスと、巨額の対米

黒字を計上している中国の合計5カ国が、監視対象国に指定されました。今年4月の報告書と比較すると、

台湾が監視対象リストから除外されています。 

 巨額の貿易赤字に苛立ちを強めるトランプ米大統

領ですが、今回の『為替報告書』に強硬な姿勢は

見られません。北朝鮮問題を巡り中国の協力が必

要といった政治的配慮もあったと見られます。いずれ

にせよ為替市場で材料視されることはなさそうです。 

 報告書は日本について、緩和的な金融・財政政

策に支えられて潜在成長率を上回る成長を続けて

いる今のうちに、内需の持続的な拡大を支え、貿

易不均衡の是正に資する抜本的な構造改革を実

行するべきと述べています。 

米『為替報告書』、為替操作国の認定はなし 
米『為替報告書』は、米国の財務省が年に2回、連邦議会に提出する「米国の主要貿易相手国の外国為替

政策に関する報告書」のことを指しています。為替介入などによって為替レートを意図的に操作して自国通貨

安への誘導を行い、輸出競争力を高めようとする国を牽制することが狙いです。10月17日に公表された最新

の報告書は、バランスのとれた内容となり、為替操作国に認定された国・地域は引き続き皆無でした。 

 為替操作国に認定するための3つの基準は、①貿易収支の規

模（過去4四半期合計の対米貿易黒字額が最低200億ド

ル）、②経常収支の規模（過去4四半期合計の経常収支

黒字額が対GDP比で最低3％）、③為替介入の有無（為

替介入による外貨の買い入れが過去12カ月間合計でGDPの

最低2％など）というものです。 

 日本は、対米貿易黒字と経常収支の2項目で基準に抵触し

ました（17年4～6月期までの過去4四半期合計の対米貿

易黒字額は690億ドル、経常黒字は対GDP比3.7％）。中

国は、基準を超えたのが対米貿易黒字額の1項目のみでした

が、その規模が他の国を圧倒していたため（3,570億ドルの黒

字、第2位は日本の690億ドル）、引き続き監視対象リストに

載せられました。 

貿易収支、経常収支、為替介入が為替操作国認定の3条件 
日本は貿易収支、経常収支基準に抵触 
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